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工場立地動向調査（平成１３年上期）の要旨

平 成 １ ３ 年 ９ 月 ２ ７ 日

経済産業省経済産業政策局

地 域 経 済 産 業 政 策 課

（ ） 。平成１３年上期 １月～６月 の工場立地動向調査の取りまとめた結果は以下のとおり

【１．全国の工場立地の概況】

(1) 平成１３年上期（１月～６月）の工場立地件数は５７５件で、前期（６６３件）

と比較すると電気機械を中心に、ＩＴ不況等の影響を受けた金属製品、プラスチック

製品等の関連業種が減少し、全体として１３．２％の減少に転じているが、前年同期

比（平成１２年上期、４７１件）では１０４件（２２．１％）の増加となっている。

（図－１）

立地面積は７３４ｈａで、前期（８８４ｈａ）と比較し、１６．９％減少している

ものの、前年同期（６４０ｈａ）比では、９４ｈａ（１４．６％）の増加となった。

（図－１）

工場立地１件当たりの立地面積は１．２８ｈａで、前年同期の１．３６ｈａとほぼ

横ばいであったが、茨城県で１０ｈａ超えの立地が４件あり、そのうち１件は、３０

ｈａを超えており、この他に三重県においても３０ｈａを超えた大型立地があった。

(2) 工場の移転による立地件数は２２５件で、前期比（２５２件）１０．７％減少、

前年同期（１７０件）比では５５件（３２．４％）増。移転でない立地件数は３５０

件で、前期比（４１１件）１４．８％減、前年同期（３０１件）比４９件（１６．３

％）増となっている。引き続き移転でない件数が移転を上回り、移転でない割合は６

０．９％となった （図－２）。

(3) 企業規模別の立地件数では、工場立地件数の主力を占める資本金１千万円未満及

び５千万円以上の企業については、前期の増加から減少に転じたものの、平成１１年

までの減少が下げ止まりの傾向にある （図－３）。

【２．地域別立地状況】

(1) 地域別立地状況は、前年同期では、北海道、北陸、近畿内陸、山陰を除く地域に

おいて、立地件数が増加した。なかでも関東内陸（今期１０１件、前年同期比２８件

増 、関東臨海（同５２件、同２２件増 、東海（同８３件、同２２件増 、南九州（同） ） ）

４０件、同２４件増）等が目立っている。
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しかしながら、前期比では、関東臨海、東海、北九州で増加したものの、ほとんど

の地域で減少。特に関東内陸（前期１２４件）で１８．５％の減少となりこれは、電

気機械を中心としたＩＴ不況の影響と思われる （図－４）。

(2) 都道府県で立地件数が多かったのは、静岡県（３２件 、群馬県（３０件 、長野県） ）

（２９件 、福岡県（２８件 、茨城県及び愛知県（各２７件 、北海道及び宮城県各２） ） ）

６件 、新潟県、兵庫県及び熊本県（各２５件）の順で、立地件数が２５件以上は、１）

１道県（前年同期は５道県）であった。

【３．業種別立地状況】

(1) 立地件数が多かった業種は、電気機械８１件、食料品８０件、一般機械７３件、

、 （ ）金属製品５１件プラスチック製品４５件で この上位５業種で全立地件数 ５７５件

の５７．４％を占めた。しかしながら、前期比では、電気機械（前期１２０件、前期

比３９件減 、金属製品（同７１件、同２０件減 、プラスチック製品（同６１件、同） ）、

１６件減）で大幅に減少した （図－５）。

(2) ４型業種分類（注）別に立地件数をみると、地方資源型は、前期（１８２件）比

２１件 １１ ５％ 減で１６１件 平成１１年上期 １５３件 及び１２年上期 １（ ． ） 、 （ ） （

５４件）に次ぐ３番目に低い件数であった （図－６）。

雑貨型は、前期（９４件）比２件（２．１％）増の９６件であった。

基礎素材型は、引き続き４型業種分類では最も立地件数が少ないものの、前期（６

７件）比１件（１．５％）減の６６件であった。

加工組立型は、前期（３０６件）比６３件（２０．６％）減の２４３件であった。

【４．立地地域選定理由】

(1) 立地地域の主な選定理由の中で 「最も重要な理由」としてとりあげられる第１位、

は 「立地面積の確保が容易（８５件 」で、全回答数数に対する割合が１９．１％と、 ）

なった。第２位は 「本社への近接性（５６件 「地価（５６件 」で各１２．６％、、 ）」、 ）

第４位は「関連企業への近接性（４３件 」で９．７％、第５位は「市場への 近接性）

（４２件 」で９．５％、第６位は「その他（４１件 」で９．２％、第７位 は「県） ）

市町村の助成・協力（３６件 」で８．１％となった（図－７））

(2) 対前期比でみると 「用地面積の確保が容易」が引き続き第１位であるが、第２位、

以下をみると 「地価」の順位、ウェイトともに上昇している（前期８．７％、同３．。

９ポイント増 （図－８））。
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【５．研究所及び外資系企業の立地状況】

(1) 独立した研究所の立地件数は８件で、前期（１１件）より３件減、前年同期（１

０件）より２件減となった （図－９）。

(2)外資系企業の外資系比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は５件で 前期 ６、 （

件）より１件減、前年同期（７件）より２件減であった （図－１０）。

（工場立地動向調査の対象等について）

(1) 工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されています。

(2) 調査対象は、全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、）

熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された

１，０００㎡以上の用地（埋立予定地を含む）です。

(3) なお、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４

業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地についても併せて調査しています。

（問い合わせ先）経済産業政策局地域経済産業政策課

柿崎、巨瀬
こ せ

（ ）TEL：０３－３５０１－１５１１ 内線２７５１

：０３－３５８０－６３８９FAX
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図－１　全国の工場立地の推移
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図－２　工場立地件数の推移（「移転」・「移転でない」の別）

(注)　平成４年～８年までの立地件数は、各年のトータルである。
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図－４　地域別工場立地件数の推移
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図－５　主な業種の工場立地件数の推移
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図－６　工場立地件数の推移（４型業種分類別）
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図－７　立地地域選定理由の比率

図－８　立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）
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図－９　研究所立地件数の推移

33
30

24
22
24
26 27

19 19 19

9 9

13 13
11
13 12

17
14

10
7 8

10 11
8

0

10

20

30

40

元
年
上

元
年
下

２
年
上

２
年
下

３
年
上

３
年
下

４
年
上

４
年
下

５
年
上

５
年
下

６
年
上

６
年
下

７
年
上

７
年
下

８
年
上

８
年
下

９
年
上

９
年
下

10
年
上

10
年
下

11
年
上

1
1
年
下

12
年
上

12
年
下

13
年
上

(件)



- -8

図－１０　外資系企業の工場立地件数の推移
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平成１３年上期（１～６月）における

工場立地動向について（速報）

平成１３年９月２７日

経済産業省経済産業政策局



目 次

１．はじめに･･･････････････････････････････････････････････････････････ １

２．全国の工場立地の概況･･･････････････････････････････････････････････ ２

３．地域別立地状況･････････････････････････････････････････････････････ ５

４．業種別立地状況･････････････････････････････････････････････････････ ８

５．立地地域選定理由･･･････････････････････････････････････････････････ １２

６．研究所及び外資系企業の立地状況･････････････････････････････････････ １４

（別冊）付表



- -1

１．はじめに

立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は全国

の製造業 、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、熱供給業のための工場）

又は事業場を建設する目的をもって取得 借地を含む された１ ０００㎡以上の用地 埋（ ） ， （

立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関

で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査してい

る。今回は平成１３年上期（１～６月）の結果をとりまとめた。

なお、本文中平成１２年までの立地件数、立地面積の数値は確報値であるが、平成１３

年上期は速報値を用いている。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した

値と合計が異なる場合がある。
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２．全国の工場立地の概況

― 本年上期の工場立地件数は５７５件であり、前年同期比で２２．１％の増加であった。面積

ベースでは７３４ｈａと前年同期比で９４ｈａ増加した。

今期の工場立地の特徴として、前年同期比では増加したものの、前年下期と比較すると電気

機械を中心に、ＩＴ不況等の影響を受けた金属製品、プラスチック製品等の関連業種が減少し、

全体として減少に転じたことがあげられる。

１件当たりの面積では前年同期比で０．０８ｈａの減とほぼ横這いであったが、特に茨城県に

おいては１０ｈａ超えの立地が４件あり、そのうち１件は、３０ｈａを超えており、この他に三重県に

おいても３０ｈａを超えた大型立地があった。また、長野県、静岡県の同一工業団地に５件以上

の立地があるなど、工業団地内立地件数が増加していることも特徴的である。―

平成１３年上期（１月～６月）の工場立地件数は５７５件で、前年同期（平成１２年(1)

上期、４７１件）比１０４件（２２．１％）増であったが、前期（６６３件）比８８件

（１３．２％）の減少となった （図－１）。

直前１２ヶ月（平成１２年７月～１３年６月）の立地件数（１２ヶ月移動和）では

１，２３８件で、前年同期（１１年７月～１２年６月、９６０件）比２７８件

（２９．０％）増となった。

平成１３年上期の立地面積は７３４ｈａで、前年同期（６４０ｈａ）比９４ｈａ(2)

（１４．６％）の増、前期（８８４ｈａ）と比較し、１６．９％減少した （図－１）。

工場立地１件当たりの立地面積は１．２８ｈａで、前年同期の１．３６ｈａとほぼ横(3)

ばいであった。

図－１ 全国の工場立地の推移
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工場の移転による立地件数は２２５件で、前年同期（１７０件）比５５件（３２．４(4)

％）増、前期（２５２件）比１０．７％の減少。移転でない立地件数は３５０件で、前

年同期（３０１件）比４９件（１６．３％）増、前期（４１１件）比１４．８％の減少

となっている。引き続き移転でない件数が移転を上回り、移転でない割合は６０．９％

となった （図－２）。

図－２ 工場立地件数の推移（ 移転 ・ 移転でない」の別）「 」「

（注）平成４～１２年までの立地件数は、各年のトータルである。

工業団地内への立地件数は２６６件、他方、工業団地外への立地は３０９件であり、(5)

． 。（ ）全立地件数に占める工業団地への立地の割合は４６ ３％と引き続き増加した 付表

本社が工場立地した都道府県以外にある企業（以下 「県外立地」という ）の立地件(6) 、 。

数は１８７件であり、全立地件数に占める割合は３２．５％で、県外立地は長期的にみ

れば微増傾向にあるものの、依然として低迷している （図－３）。

図－３ 県外立地件数と県外立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

（注）平成４～１２年までの立地件数は、各年のトータルである。
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企業規模別の立地件数では、工場立地件数の主力を占める資本金１千万円未満及び(7)

５千万円以上の企業については、前期の増加から減少に転じたものの、平成１１年まで

の減少が下げ止まりの傾向にある （図－４）。

図－４ 工場立地件数の推移（企業規模別）

（注）平成４～８年までのは、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したものである。

工場敷地を借地して立地した工場の件数は１０９件であり、前年同期（６７件）比(8)

６２．６％増であったが、前期（１２２件）比１０．７％減少した。また、全立地件数

に対する借地型立地の割合は１９．０％で、前年同期よりも４．８ポイント増加、前期

では、０．６ポイントの増加にとどまった （図－５）。

図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

（注）平成４～８年までのは、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したものである。
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３．地域別立地状況

― 立地件数は、北海道、北陸、近畿内陸、山陰を除く他の地域において増加しており（前年同

期比）、特に関東内陸、関東臨海、東海、南九州において増加幅が大きかった。これは関東内

陸において県内中小企業の県内移転の活発化したこと、また関東臨海においては新規分譲の

工業団地への立地や、分譲価格を引き下げた工業団地への立地が多かったこと、南九州にお

いては熊本県にＩＣ関連企業の立地が多かったこと等がその理由としてあげられる。

北陸、近畿内陸については、昭和５５年以降、最低の立地件数を記録。特に北陸については

近年のＩＴ不況の影響をうけ、石川県で電気機械業種の立地がなかったこと等が減少に大きく寄

与している。

都道府県別でみると３０都府県で増、１４道県で減少した（前年同期比）。

立地面積では、関東内陸、東海地域が最も多く、特に東海地域は前年同期比で５７．９％の

増加をみた。これは茨城県において、１０ｈａ超の大型立地が４件あったことが大きく寄与してい

る。―

地域別立地状況は、北海道、北陸、近畿内陸、山陰以外の地域において、前年同期よ(1)

り立地件数が増加した。なかでも関東内陸（今期１０１件、前年同期比２８件増 、関）

東臨海（同５２件、同２２件増 、東海（同８３件、同２２件増 、南九州（同４０件、） ）

同２４件増）等が目立っている。しかしながら、前期比で見ると、関東臨海（今期５２

件、前期４８件 、東海（同８３件、同７５件 、北九州（同４６件、同４５件）で増） ）

。 （ 、 ） ．加したもののほとんどの地域で減少 特に関東内陸 同１０１件 同１２４件 で１８

５％の大幅な減少となった。

このうち、北陸（２３件、これまでの最低件数は、平成１２年上期２７件 、近畿内）

陸（１４件、同平成７年上期１５件）の２地域は、半期別の集計が行われた昭和５５年

以降では、最低の立地件数となった （図－６）。

都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は１６９件で、前年同期比(2)

５１件（４３．２％）増、前期比３件（１．７％）の減少。一方、地方圏の立地件数は

４０６件で、前年同期比５３件（１５．０％）増であったが、前期比８５件（１７．３

％）の減少となった。

全立地件数に占める都市圏の割合は２９．４％で、前年同期よりも４．３ポイント、

前期と比べても３．５ポイントと増加傾向にある （図－７）。

都道府県で立地件数が多かったのは、静岡県（３２件 、群馬県（３０件 、長野県(3) ） ）

（２９件 、福岡県（２８件 、茨城県及び愛知県（各２７件 、北海道及び宮城県（各） ） ）

２６件 、新潟県、兵庫県及び熊本県（各２５件）の順で、立地件数が２５件以上は、）

１１道県（前年同期は５道県）であった。

立地件数の増減をみると、前年同期に比べ増加したのが３０都府県（前年同期１７道(4)

府県 、減少したのが１４道県（同２４都府県 、増減なしが３県（同６県）であった。） ）
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． （ ． ） 。因みに１都道府県当たりの平均立地件数は１２ ２件 前年同期１０ ０件 であった

（付表）

図－６ 地域別工場立地件数の推移

北 海 道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良
北 東 北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山
南 東 北 宮城、山形、福島、新潟 山 陰 鳥取、島根
関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山 陽 岡山、広島、山口
関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四 国 徳島、香川、愛媛、高知
東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北 九 州 福岡、佐賀、長崎、大分
北 陸 富山、石川、福井 南 九 州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄

（注）各地域に含まれる都道府県
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図－７ 都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移

当該立地を移転による立地、移転でない立地別でみると、移転でない立地が多かった(5)

都道府県は、宮城県及び福岡県（各２０件 、北海道（１８件 、茨城県及び兵庫県（各） ）

１７件）の順であった。

、 、 （ ）、 （ ）また 移転が多かった都道府県は 静岡県 １６件 群馬県及び長野県 各１５件

の順であった。

４．業種別立地状況

― 業種別工場立地件数は、対前年同期比で、電気機械、一般機械で大幅に増加したものの、

電気機械は、対前期で減少（３９件減）している。これは近年のＩＴ不況の影響を受けた電子部品

・デバイス分野において、対前期の減少幅（３３件減）が大きくなっていることなどによる。

また今期の特徴としては、北海道地域の５件の風力発電所立地や、リサイクルに関連する製

造業者の立地が全国的に増加しつつあるが、特に福岡県で６件、宮城県で３件の立地が目立っ

た。 ―

、 （ 、 ）、(1) 立地件数が多かった業種は 電気機械８１件 前年同期５６件 前年同期比２５件増
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いる （図－８）。
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であった。

業種別に立地件数の増減をみると、全２６業種中、前年同期に比べ立地件数が増加し(3)

た業種が過半数を占めたが、前期と比べると増加したのは６業種しかなく、ほとんどの

業種で減少した。

図－８ 主な業種の工場立地件数の動向

、 （ 、 ． ）、(4) 県外立地の多かった業種は 電気機械 ２５件 全県外企業に占める割合１３ ４％

一般機械（２２件、１１．８％ 、食料品及び化学工業（各２１件、１１．２％ 、プ） ）

ラスチック製品及び金属製品（各１７件、９．１％）の順であった （付表）。

立地件数の多い４業種について立地先地域の分布状況をみると、電気機械は、地域別(5)

では関東内陸（１８件 、南東北（１５件 、関東臨海（８件）の順になっており、都） ）

道府県別では長野県（９件 、福島県及び新潟県（各６件 、群馬県（５件）の順に多） ）

くなっている。

食料品は、地域別では東海（１５件 、南東北（１２件 、関東内陸（９件）の順に） ）

なっており、都道府県別では北海道（８件 、宮城県（７件 、静岡県、三重県及び福） ）

岡県（各５件）の順に多くなっている。

一般機械は、地域別では関東内陸（１６件 、南東北（１３件 、南九州（１２件 、） ） ）

、 （ ）、 （ ）、 （ ）、の順になっており 都道府県別では熊本県 １２件 長野県 ８件 新潟県 ６件

茨城県（５件）の順になっている。

金属製品は、地域別では東海（９件 、関東内陸及び近畿臨海（各８件 、南東北） ）

（７件）の順になっており、都道府県別では静岡県及び兵庫県（各６件）が多い。

（図－９、１０）
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図－９ 立地件数の多い業種の１４地域別分布状況
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図－１０ 立地件数の多い業種の都道府県別分布状況

４型業種分類（注）別に立地件数をみると、地方資源型は、繊維工業（前年同期比(6)

２件増 、木材・木製品 （同８件増 、パルプ・紙（同３件増 、窯業・土石製品（同） 、 ） ）

４件増）の３業種で増加したものの、食料品（前年同期比５件減 、飲料・たばこ・飼）

料（同５件減）の２業種で減少したため、前年同期（１５４件）比７件（４．５％）増
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の１６１件で、平成１１年上期（１５３件）及び１２年上期（１５４件）に次ぐ３番目

に低い件数であった （図－１１）。

雑貨型は、家具（同３件増 、出版・印刷（同６件増 、プラスチック製品（同１件） ）

）、 （ ） 、 （ ） （ ． ）増 ゴム製品 同３件増 の４業種で増加し 前年同期 ９０件 比６件 ６ ７％

増の９６件であった。

基礎素材型は、引き続き４型業種分類では最も立地件数が少ないが、石油・石炭製品

（同３件減 、で減少したものの、化学工業（同６件増 、鉄鋼（同８件増 、非鉄金属） ） ）

（同２件増）において増加したため、前年同期（５３件）比１３件（２４．５％）増の

６６件であった。

加工組立型は、武器を除く全ての業種で増加しており、前年同期（１７２件）比７１

件（４１．３％）増の２４３件であった。これは特に一般機械（同３０件増 、電気機）

械（同２５件増）が増加に寄与したためである。

この結果、立地件数における製造業全体に占める４型業種の割合は、加工組立型が

４２．３％、地方資源型が２８．０％、雑貨型が１６．７％、基礎素材型が１１．５％

となった。

図－１１ 工場立地件数の推移（４型業種分類別）

５．立地地域選定理由

― 立地地域選定理由の動向を見ると、「用地面積の確保が容易」が引き続き第１位を占めて

いるものの、「市場への近接性」が順位、ウェイトともに大きく下落している一方で、「地価」が順

位、ウェイトともに上昇している。 ―

立地地域の主な選定理由の中で 「最も重要な理由」としてとりあげられる第１位は、(1) 、

「立地面積の確保が容易（８５件 」で、全回答数数に対する割合が１９．１％となっ）

た。第２位は 「本社への近接性（５６件 「地価（５６件 」で各１２．６％、第４、 ）」、 ）

（注） ４型業種分類の内訳
地方資源型：食料品、飲料・たばこ・試料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、

窯業・土石製品
雑 貨 型 ：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業
基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属
加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器
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位は「関連企業への近接性（４３件 」で９．７％、第５位は「市場への近接性 （４）

２件 」で９．５％、第６位は「その他（４１件 」で９．２％、第７位は「県市町村） ）

の助成・協力（３６件 」で８．１％となった（図－１２））

図－１２ 立地地域選定理由の比率

対前年同期比でみると 「用地面積の確保が容易」が引き続き第１位であるが、第２(2) 、

位以下をみると「市場への近接性」が順位、ウェイトともに大きく下落（前年同期

１７．２％、同７．７ポイント減）している。また「地価」が順位、ウェイトともに上

昇している（前年同期９．８％、同２．８ポイント増 （図－１３））。

図－１３ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）
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県内企業と県外企業とに分けて 最も重要な理由 の比率をみると 県内企業では 用(3) 「 」 、 「

地面積の確保が容易 （２０．９％ 「本社への近接性 （１６．９％ 「地価」」 ）、 」 ）、

（１４．２％）となっている。

他方、県外企業では「関連企業への近接性 （１７．６％ 「市場への近接性」」 ）、

（１６．１％ 「用地面積の確保が容易 （１４．２％）の順となっている （付表））、 」 。

県内企業と県外企業では、立地に対する考え方の差がうかがえる。

業種別に「最も重要な理由」をみると「地方資源型」では「用地面積の確保が容易 、(4) 」

「 」 、 ． 、 ． 。市場への近接性 の順となっており それぞれ２０ ３％ １４ ６％となっている

「雑貨型」では「用地面積の確保が容易 「県市町村の助成・協力」の順となってお」、

り、それぞれ１６．５％、１５．３％となっている 「基礎素材型」では「用地面積の。

確保が容易 「地価」が双方とも１８．６％ 「加工組立型」では「用地面積の確保が」、 、

容易 「本社への近接性」の順となっており、それぞれ２０．０％、１４．１％とな」、

っている （付表）。

工場立地に際し海外立地の検討を行った企業は、回答のあった全企業（３８１企業）(5)

中１８企業（４．７％）であった。

この中で検討した地域は、中国８件、東南アジア４件、韓国・香港・台湾が２件であ

り、引き続きアジア諸国が検討の対象となっている （付表）。

６．研究所及び外資系企業の立地状況

― 独立した研究所の立地件数は、前年同期に比べ２件減。研究開発機能の付設を予定して

いる工場の割合は２３．８％（前年同期比２３．６％）でほぼ横這い。今期の特徴として、地域別

にみると関東、東海、近畿地方に集中していることがあげられる。 ―

独立した研究所の立地件数は８件で、前年同期（１０件）より２件減であった。(1)

（図－１４）

図－１４ 研究所立地件数の推移
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県別では、栃木県が２件、神奈川県、石川県、山梨県、静岡県、京都府、大阪府が各

１件であった。

研究分野別では工学研究所が７件、農学研究所が１件であった。

研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１３７件で、前年同期（１１１件）

より２６件（２３．４％）増であり、今期立地工場全体に占める割合は２３．８％であ

った （図－１５）。

研究開発機能別（複数回答）では、開発研究が最も多く１１１件で今期立地工場に占

める割合は１９．３％、次いで基礎研究の２９件で５．０％、応用研究の２６件で

４．５％となった （付表）。

（注）研究の内容

基礎研究：特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため、若しくは現象や

観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実践的研究。

応用研究：基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめ

る研究及び既に実用化されている方法に関して、新たな応用方法を探索する研究。

開発研究：基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置、製品、

システム、工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究。

図－１５ 研究開発機能の付設を予定している工場の割合の推移

研究開発機能の付設率が高かった地域は、近畿内陸（５７．１％、立地件数１４件中

８件 、山陰（５０．０％、立地件数６件中３件 、北東北（３７．０％、立地件数） ）

２７件中１０件）となっており、都道府県別では、長野県（１２件 、群馬県（９件 、） ）

愛知県（８件 、茨城県、新潟県及び熊本県（各７件 、静岡県、広島県（各６件）の） ）

順に多くなっている （付表）。
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外資系企業の立地状況(2)

― 外資系企業の立地件数は５件で、引き続き低い水準。米国が４件、英国が１件。 ―

外資系比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は５件で、前年同期（７件）より

２件減であった （図－１６）。

図－１６ 外資系企業の工場立地件数の推移

地域別では、北東北、南東北、関東内陸、東海、南九州が各１件であった。

業種別では化学工業が２件、非鉄金属、電気機械、輸送機械が各１件であった。

国（国地域）別では、米国が４件、英国が１件であった （付表）。
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付    表 

※年度確報の個別表リストを参照ください 
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